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【事実の概要】
















最高裁判所平成 29 年７月 10 日第二小法廷判決　民集 71 巻６号 861 頁
特許権侵害差止等請求事件（シートカッター事件最高裁判決）
宮　永　文　雄






































ものというべきである（最高裁平成 18 年（受）第 1772 号同 20 年４月 24 日










































































（２） 　特許庁工業所有権制度改正審議室・編『平成 23 年特許法等の一部改正　産業財産権






ものとされていた。（大判明治 37 年９月 15 日刑録 10 輯 20 巻 1679 頁など）

















【判例３】最判昭和 60 年５月 28 日集民 145 号 73 頁（電気掃除機事件）
　 「原判決の基礎となった行政処分が後の行政処分により変更されたもので




【判例４】最判平成 15 年 10 月 31 日集民 211 号 325 頁（窒化ガリウム系化合


























（４） 　笠井正俊「特許無効審判の結果と特許権侵害訴訟の再審事由」民事訴訟雑誌 54 号 31
頁（平成 20 年）39 － 49 頁，平 23 解説・前掲注２・78 － 81 頁。

























から」ジュリスト 1293 号 62 頁（平成 17 年）69 － 70 頁。
（７） 　笠井・前掲注４・44 － 46 頁。
（８） 　同・47 頁。
（９） 　平 23 解説・前掲注２・80 － 81 頁。
（10） 　笠井・前掲注４・48 － 49 頁。

















































　特許法平成 23 年改正は，104 条の４で審決確定の事実を再審の訴えにおい
て主張させない旨の規定を設けて，問題の立法的な解決を図った（17）。この改
（14） 　平 23 解説・前掲注２・78 － 79 頁。
（15） 　同・79 頁。
（16） 　同・79 － 81 頁参照。
（17） 　特許法 104 条の４　特許権若しくは専用実施権の侵害又は第 65 条第１項若しくは第



















【判例５】最判平成 20 年４月 24 日民集 62 巻５号 1262 頁　ナイフの加工装置
事件（上述）













（18） 　飯村敏明「平成 23 年度特許法等改正が民事訴訟実務に与える影響について―再審制
限を中心として―」民事訴訟雑誌 59 号 89 頁（平成 25 年）105 頁など。
（19） 　茶園成樹『特許法』〔第２版〕（有斐閣・平成 29 年）270 頁など。具体的には幅がある。






















【判例６】東京地判平成 19 年２月 27 日判例タイムズ 1253 号 241 頁
　 「原告は，訂正前の特許請求の範囲の請求項について容易想到性の無効理由
がある場合においては，〔1〕当該請求項について訂正審判請求ないし訂正
（21） 　大嵜・同・66 頁，小泉直樹「本件解説」ジュリスト 1512 号８頁（平成 29 年）９頁
参照。
（22） 　事実審での訴訟指揮の誤りにより訂正請求が不要な場面にも関わらず訂正の再抗弁
が排斥された場合などが想定されている。大嵜・前掲注 20・68 頁・注 7参照。





















【判例７】知財高判平成 26 年９月 17 日判例時報 2247 号 103 頁（共焦点分光
（23） 　特許法 126 条２項　訂正審判は，特許異議の申立て又は特許無効審判が特許庁に係
属した時からその決定又は審決（請求項ごとに申立て又は請求がされた場合にあつて
は，その全ての決定又は審決）が確定するまでの間は，請求することができない。
（24） 　茶園・前掲注 19・184 頁。
（25） 　他に，特許権の実施権者が訂正に同意しない場合（特許法 127 条）や，共有にかか
る特許権者の一部の者が請求の手続に関与しない場合等が，検討の余地のあるものと
して指摘されている。高部眞規子『実務詳説特許関係訴訟』〔第３版〕（きんざい・平
























同「平成 23 年特許法改正後の特許関係訴訟の実務」Law & Technology 53 号 20 頁（平




平井佑希「本件判批」A.I.P.P.I. 63 巻４号 11 頁（平成 30 年）。




















・ 上田竹志「本件解説」〈最新判例演習室／民事訴訟法〉法学セミナー 762 号
120 頁（平成 30 年）
・ 菊井維大＝村松俊夫原著・秋山幹男ほか著『コンメンタール民事訴訟法Ⅶ』
（平成 28 年）
・ 鈴木將文「本件解説」ジュリスト 1518 号（平成 29 年重要判例解説）274 頁
（平成 30 年）




・吉田広志「本件判批」民商法雑誌 154 巻３号 486 頁（平成 30 年）
